（様式１－１）

平成　　年　　月　　日

公益財団法人京都高度技術研究所　殿

 eq \o\ad(申請書,　　　　)
募集要領記載の個人情報に関する利用目的等を確認し、貴財団の個人情報の取扱いに同意した上で、平成２９年度｢企業ブランド力強化支援事業｣に、以下のとおり申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）所在地：

名  称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	区分
(いずれかに○)
	 目利き委員会Ａランク認定
	

	
	 オスカー認定
	

	
	「知恵創出“目の輝き”」企業認定
	

	
	京都市スタートアップ支援ファンド投資先企業
	


代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	事業テーマ
	（本事業を端的に表してください。）

に関する事業

	補助金
交付申請額
	円

	実施事業概要
	様式１－３及び様式１－６のとおり

	実施計画
	様式１－４及び様式１－５のとおり

	添付資料等
	（図面や資料等の添付資料がある場合は内容がわかるように概略を記入してください。）

直近の「法人市民税」「固定資産税・都市計画税（土地･家屋分に限る）」等の支払を証明できる書類の写し


	窓口担当者
	所属部課名
	
	役職
	
	氏名
	

	
	連絡先
	所在地
	〒



	
	
	TEL
	
	FAX
	
	E-mail
	


＜個人情報の取扱いについて＞

本申請に関して収集した個人情報は、本事業の他、当財団及び京都市未来創生企業成長プロジェクト、京都市地域プラットフォーム事業のご案内、及び今後の成果把握のための問合せ等に利用します。法令に基づく開示請求があった場合、本人の同意があった場合、その他特別の理由がある場合を除き、第三者に提供致しません。また、個人情報に関する取扱は(公財)京都高度技術研究所プライバシーポリシーに準拠します。詳しくはhttp://www.astem.or.jp/privacypolicyをご参照ください。

なお、本申請書にご記入いただく個人情報に関する利用目的等については募集要領に記載しておりますので、ご記入前に必ずご確認ください。
（様式１－２）

申請者の概要

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),会社名)
	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),代表者名)
	

	創業／設立
	 eq \o\ad(年月日,　　　　　　　　)　　　（創業・設立）

	本社所在地

連絡先
	〒

TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail：　　　　　　　　　　　　 URL：

	本社以外
の事業所
	（工場、営業所等が京都市内にある場合は、その所在地も記入してください。）


	業種
	

	資本金
	円
	従業員数
	名

	直近３ヶ年の
財務状況
	
	①　　　年　　　月
	②　　　年　　　月
	③　　　年　　　月

	
	売上高
	円
	円
	円

	
	営業利益
	円
	円
	円

	
	経常利益
	円
	円
	円

	事業内容
	


（様式１－３）

実施事業概要書

	１．目的

	

	２．内容

	（実施する事業の内容について具体的に記入してください。）



	３．解決すべき現状と課題 

	（自社あるいは自社製品のブランディングに関する＜現状＞と＜課題＞を分析し、具体的に記入してください。）



	４．本事業推進における自社の強み

	（本事業で活用する保有技術、知的財産（特許・商標等の内容・出願日等）、ノウハウ等、あるいは
　本事業を通じて取得したい知的財産等）


	４．他の補助金等受給実績

	（類似の実施事業において、他の公的機関から助成金・補助金等を受けたことがある、現在受けている、もしくは申請を予定している場合は、年度・制度名・公的機関名を記入してください。）



	５．事業の推進体制

	（事業を行う組織、体制、ネットワークについて図示するとともに、具体的な人物名、企業名、団体名等を記入してください。）




※内容について協力機関等に対して確認する場合があります。
（様式１－４）

実施計画書
	１．事業計画の具体的内容

	（事業計画の内容を具体的に記入してください。）



	２．事業のスケジュール　

	事業開始予定日 ：交付決定通知日（平成２９年７月中の予定)
事業終了予定日 ：平成　　年　　月　　日（平成３０年１月３１日以前の任意の日付）

　　月

プロセス

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月



	３．期待される効果

	（今回の事業終了によって達成されることと、事業実施後の構想について具体的に記入してください。）



	４．計画する外注・外部委託先

	（計画がある場合のみ記入）

　機 関 名：

　所 在 地：

　選択理由：

※機関の概要書（パンフレット等）を添付してください。概要書が場合は、当該機関の概要について任意の様式で作成のうえ、添付してください。※ホームページ等に記載の概要コピーも可


（様式１－５）

実施予算内訳

	費目区分
	金額(単位：円)
	内訳(単価×数量)
	備考

	人件費
	
	
	

	事業費
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	

	
	ﾚﾝﾀﾙ・ﾘｰｽ費
	
	
	

	
	設備使用料
	
	
	

	
	補助職員手当
	
	
	

	
	外注費
	
	
	

	
	 委託費
	
	
	

	
	 その他費用
	
	
	


※各費目の内容は以下をご参照ください。
	費目区分
	内容

	人件費
	事業に直接従事する職員の直接作業時間に対する人件費

	事業費
	謝金
	事業を行うために必要な謝金

	
	旅費
	事業を行うために必要な事業に直接従事する者・専門家等の国内出張及び海外出張に係る経費

	
	消耗品費
	事業を行うために必要な物品等の購入費

	
	レンタル・
リース代
	事業を行うために必要な機械器具等のレンタル・リースに要する経費

	
	設備使用料
	第三者所有の実験装置、測定機器等の使用料

	
	補助職員手当
	事業に直接従事する職員を補助する臨時職員に係る経費

	
	外注費
	補助事業者が直接実施することができないもの又は適当でないものについて、他の事業者に外注するために必要な経費（請負契約）

	
	委託費
	補助事業者が直接実施することができないもの又は適当でないものについて、他の事業者に行わせるために必要な経費（委託契約）。ただし、事業の全部を委託することはできません。
また、委託契約においては、当該委託契約に伴うすべての権利は、原則、補助事業者に帰属させるよう留意してください。

	
	その他費用
	上記以外で事業計画の遂行に直接必要な費用（※内容明記）


※ 留意点

消費税は対象となりません。不課税となる費用区分以外の全ての経費について、｢実経費＊１００／１０８(1円未満端数切上)｣で算出される数値を計上してください。

①本事業の実施期間中に要する費用のみを対象とし、見積書、契約書、領収書等で対象経費を確認することとします。

②本事業の実施に当たっては、対象物件の数量及び金額を当該実施のために必要な最小範囲に限定します。
③謝金は、対象役務、単価、対象者、人選理由等の内容を確認します。
④上記の書類以外にも、審査に当たり必要と思われる書類等の提出を求める場合があります。
（様式１－６）

申請概要

	資料Ｎｏ．
	※
	申請者
	

	実施テーマ
	

	【目的】

	

	【実施事業の内容】

	

	【解決すべき現状と課題】

	

	【本事業推進における自社の強み】

	

	【実施予算内訳】

	

	【期待される効果と事業実施後の構想】

	


※印欄は事務局で記載します

